












る支援に着目する。まず 2 . では、移動に関わる現在の支援制度を概観
する。そのうえで 3 .において、震災が人びとの日常生活に必要な移動に、


















































































































































































































































































































































































































































































21世紀ひょうご創造協会 ,1996,『阪神・淡路大震災復興誌（第 1巻）』. 
NPO法人ゆめ風基金，2013，『障害者市民防災提言集：東日本大災害版』関西障
害者定期刊行物協会．
























3 インタビュー調査は、2012年 8 月から2013年 8 月までに、岩手県沿岸地域（2
市 2町）の 7被災世帯を対象に行ったが、本稿ではそのうち 4世帯（直接イ
ンタビューを行ったのは 6名）について分析する（表 1）。インタビュー対象
者は被災地における障害者を支援するボランティア団体より紹介を受けた。













Aさん 50代前半・男性 視覚障害（全盲、障害基礎年金 1級）
Bさん（Aさんの妻） 40代前半・女性 視覚障害（弱視、障害基礎年金 2級）
Cさん 50代後半・男性 視覚障害（全盲、障害基礎年金 1級）
Cさんの妹 50代後半・女性
Dさん 80代前半・女性
Dさんの夫 80代後半・男性 要介護（要介護 5）
Eさん 50代前半・女性 身体障害（リウマチ、障害基礎年金 2級）
Fさん（Eさんの兄） 50代後半・男性 視覚障害（片目の失明）



































































































20 もともと 1つしかなかった町の県立病院が被災、開業医も 1つを除いて被災
するなど震災の影響で医療体制が大きく崩れたことに加え、鉄道も復旧して
おらず、高齢者や障害者の通院自体が困難になったこと、移動にかかる費用
の増大したことが背景にあった。この間この移送サービスは地域に歓迎され、
よく機能したようだ（きょうされん福島支部 2013）。
